（様式１）

予算要求資料
平成２９年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費　　　
	事業名　防災タウンミーティング開催事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　危機管理部　防災課　防災企画係　電話番号：058-272-1111（内2747）

　　　　　　　                          E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　        　　　2,600千円（前年度予算額：2,600千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,600
	
	
	
	
	
	
	
	2,600

	要求額
	2,600
	
	
	
	
	
	
	
	2,600

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
近年、全国各地で集中豪雨、台風、土砂災害、大雪等による甚大な被害が発生しており、平成２７年９月の関東・東北豪雨や平成２８年８月の台風１０号でも甚大な被害が発生し、迅速かつ安全な避難のための課題等が浮き彫りになった。このような集中豪雨への懸念や、平成２８年に起きた熊本地震のような内陸型地震、今後３０年以内の発生確率が７０％程度とされる南海トラフ地震への懸念が高まっている。
こうしたことから、今後の集中豪雨、南海トラフ巨大地震などの災害に備え、命を守る防災意識・知識の向上を図るため、一層防災啓発に取り組む必要がある。
（２）事業内容

地域の特性に即した防災啓発事業として「防災タウンミーティング」を県内の各地域で行い、県民の一層の防災意識・知識の向上による「自助」意識の高揚を図るとともに、地域における「共助」意識の向上や実践につなげていく。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県主催のため県負担
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	800 
	講師報償費

	旅費
	332 
	講師旅費等

	需用費
	934
	消耗品費、燃料費

	委託料
	240
	各種セミナーの設営撤去、運営業務委託料

	その他
	294 
	会場使用料、有料道路使用料

	合計
	2,600 
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

・岐阜県強靱化計画

第６章 計画の推進
（別紙２）施策分野ごとの脆弱性評価　
　　 　10）地域づくり・リスクコミュニケーション

　　　　（防災教育の推進）

　　　　　 ○県民の自助実践を促進する「災害から命を守る岐阜県民運動」については、「命を守るためのとっさの行動」を重点テーマに実施しているが、各家庭での防災対策が重要であることから、さらなる取組みが必要である。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
県民の災害に対する自助意識の向上と実践を進める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	タウンミーティング参加者数
	0人
(H　)
	（H  ）
	（H  ）
	426人
（H28.9月現在）
	800人
（H28）
	53％


	災害や緊急時の備えができている人の割合（県政世論調査）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	60.6％

(H28)
	75.0％
（H30）
	80.8％




○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
・県内10ヶ所で開催、約1400人参加予定
・【岐阜地域】
　平成28年7月11日　ぎふメディアコスモスにて開催(参加者119人)

・【中濃県事務所】
　平成28年8月19日　わかくさプラザにて開催(参加者237人)
・【恵那県事務所】
　平成28年9月6日　恵那総合庁舎にて開催(参加者70人)
　その他各地域で開催予定


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　市町村と協力して開催することにより、より地域の特性に即した内容の防災啓発ができ、県民一人一人における「自助」意識の向上と、地域における「共助」意識の向上につなげることができた。

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	集中豪雨や南海トラフ地震への懸念が高まっており、これらの災害に備え、命を守る防災意識・知識の向上を図るため、一層防災啓発に取り組む必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	平成28年9月までの３つの地域での開催で、既に目標人数の半数を超えており、多くの県民にその地域に即した内容の啓発や、防災意識の向上を図ることができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	市町村と協力をすることで、経費を抑え開催することができ、さらに、地域に即した内容の防災啓発をより多くの県民にすることができた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　今後の集中豪雨、南海トラフ巨大地震などの災害に備え、命を守る防災意識・知識の向上を図るため、一層防災啓発に取り組む必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　地域の特性に即した防災啓発事業として「防災タウンミーティング」を県内の各地域で行い、県民の一層の防災意識・知識の向上による自助意識の高揚を図るとともに、地域における「共助」意識の向上や実践につなげていく。


財政課で記載します。








